大阪府条例第　　　号

大阪府住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例
　大阪府住民基本台帳法施行条例（平成二十三年大阪府条例第七号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（趣旨）
第一条　この条例は、住民基本台帳法（昭和四十
　二年法律第八十一号。以下「法」という。）第
三十条の十五第一項第二号及び第二項（第一号
を除く。）並びに第三十条の四十第三項の規定
に基づき、本人確認情報の利用及び提供に関し
必要な事項を定め、併せて法の施行に関し必要
なその他の事項を定めるものとする。
（知事以外の執行機関への本人確認情報の提供方法）
第四条　知事が行う法第三十条の十五第二項の
規定による都道府県知事保存本人確認情報の
知事以外の執行機関への提供は、次に掲げる方
法により行うものとする。
一　規則で定めるところにより、知事の使用に
係る電子計算機から電気通信回線を通じて
知事以外の執行機関の使用に係る電子計算
機に都道府県知事保存本人確認情報を送信
する方法
二　規則で定めるところにより、知事から都道
府県知事保存本人確認情報を記録した磁気
ディスク（これに準ずる方法により一定の事
項を確実に記録しておくことができる物を
含む。）を知事以外の執行機関に送付する方
法
（本人確認情報を提供する知事以外の執行機関及び事務）

第五条　法第三十条の十五第二項第二号の条例
で定める知事以外の府の執行機関（以下「知事
以外の執行機関」という。）は、別表第二の上
欄に掲げるものとし、同号の条例で定める事務
は、それぞれ同表の下欄に掲げる事務とする。

別表第一（第三条関係）
（略）
（略）
五
（略）
六
高等学校等（高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成二十二年法律第十八号）第二条各号（第三号を除く。）に掲げるもの（私立のもの及び公立大学法人大阪府立大学の設置するものに限る。）をいう。）への就学に要する経費の支弁に関する事務であって規則で定めるもの
七―九
（略）
十
生活に困窮する外国人に対する保護に関する事務であって規則で定めるもの
十一―二十六
（略）
別表第二（第五条関係）

提供を受ける知事

以外の執行機関
事　　　務

教育委員会
特別支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関する事務であって規則で定めるもの
（略）
府費負担教職員退職年金及び退職一時金条例（昭和二十六年大阪府条例第五十一号）に基づく府費負担教職員の退職年金及び退職一時金の支給に関する事務であって規則で定めるもの
高等学校等（高等学校等就学支援金の支給に関する法律第二条各号（第三号を除く。）に掲げるもの（国立及び公立（公立大学法人大阪府立大学の設置するものを除く。）のものに限る。）をいう。）への就学に要する経費の支弁に関する事務であって規則で定めるもの
（略）

（略）

（略）


	（趣旨）
第一条　この条例は、住民基本台帳法（昭和四十
二年法律第八十一号。以下「法」という。）第
三十条の十五第一項第二号及び第二項並びに

第三十条の四十第三項の規定に基づき、本人確
認情報の利用及び提供に関し必要な事項を定
め、併せて法の施行に関し必要なその他の事項
を定めるものとする。
（本人確認情報を提供する知事以外の執行機関及び事務）

第四条　法第三十条の十五第二項の条例で定め

る知事以外の府の執行機関（以下「知事以外の

執行機関」という。）は、別表第二の上欄に掲

げるものとし、同項の条例で定める事務は、そ

れぞれ同表の下欄に掲げる事務とする。

（知事以外の執行機関への本人確認情報の提供方法）

第五条　知事が行う法第三十条の十五第二項の

規定による都道府県知事保存本人確認情報の

知事以外の執行機関への提供は、次に掲げる方

法により行うものとする。
一　規則で定めるところにより、知事の使用に
係る電子計算機から電気通信回線を通じて
知事以外の執行機関の使用に係る電子計算
機に都道府県知事保存本人確認情報を送信
する方法
二　規則で定めるところにより、知事から都道

府県知事保存本人確認情報を記録した磁気
ディスク（これに準ずる方法により一定の事
項を確実に記録しておくことができる物を
含む。）を知事以外の執行機関に送付する方
法
別表第一（第三条関係）
（略）
（略）
五
（略）
六―八
（略）
九―二十四
（略）
別表第二（第四条関係）

提供を受ける知事

以外の執行機関
事　　　務

教育委員会
（略）
府費負担教職員退職年金及び退職一時金条例（昭和二十六年大阪府条例第五十一号）に基づく府費負担教職員の退職年金及び退職一時金の支給に関する事務であって規則で定めるもの
（略）

（略）

（略）



	
	


附　則
　この条例は、平成二十八年一月一日から施行する。
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